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無人航空機に対する主な規制の変遷について（航空法関係）

２．登録制度
創設

R２年６月公布
R４年6月施行予定
（R3年12月までに

登録開始予定） ※あわせて規制対象機体の拡大（200g超⇒100g超）

３．機体認証・
技能証明制度等

創設
（レベル４実現）

R3年６月公布
R４年12月頃

施行予定

１．許可・承認
制度創設

H27年９月公布
H27年12月施行

①一定の空域（空港周辺、高度150ｍ以上、人口集中地区上空）、
②一定の飛行方法（夜間飛行、目視外飛行等）
で無人航空機を飛行させる場合は飛行毎に国土交通大臣の許可・承認が必要

無人航空機を飛行させる場合は所有者等の登録と登録記号の表示が必要。
登録記号の表示の方法としてリモートIDの搭載も原則義務づけ
※リモートID不要のもの… ・事前に届出した特定空域での飛行（例：ラジコン等）

・施行前に登録した機体 等

機体認証（新設）、操縦ライセンス（新設）を得て、 運航ルール（拡充）を遵守
し、国土交通大臣の許可・承認を得ればレベル４飛行可能
レベル４以外の飛行（１①・②）は、機体認証（新設）、操縦ライセンス（新設）
を得て、 運航ルール（拡充）を遵守すれば、原則として許可・承認なく飛行可能
※ レベル４以外の飛行は、機体認証・操縦ライセンスは必須ではなく、現行どおり許可・承認を得れば飛行可能
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防災・災害対応

試験手法等

福島ロボットテストフィールド

具体的用途に応じたドローンの技術開発

上空における通信の確保

2021 2022 2023～ （年度）
所有者情報の把握

機体の安全性確保

操縦者等の技能確保

運航管理に関するルール

法制度等の整備

自動自律飛行技術の開発及び安全性 評価手法の技術検証

リモートID

UTMS

運航の省人化

政府調達市場等への導入

第一種機体認証に即した試験手法開発、 産業規格化第二種機体認証に即した試験手法開発、産業規格化

レベル4の実現、さらにその先へ空の産業革命に向けたロードマップ2021
2021年6月28日
小型無人機に係る環境整備に向けた官民協議会

法
制
度
の
整
備

物流
ガイドライン策定

シ
ス
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ム

ドローン情報基盤システム
【DIPS】

実証実験の充実（実施地域増加、配送品目の多様化）
目的：法的課題の解消→事業採算性確保（生活物資・宅配貨物・

医薬品・農産物等）

（被災状況把握・救援物資）

社
会
実
装

離島や山間
部等において
レベル４飛行
実現

運航管理要件の具体化

制度施行

運航者等への周知・準備

離島・山間部における対応方策の検討

ICAO、ISO等を通じた国際調和等の推進

メーカー等への周知・準備

受付開始

操縦者等への周知・準備

受付開始

登録機能の開発・整備 運用開始 民間サービスを活用した
ワンストップ化の推進順次運用開始

検査機関の要件の具体化

航空法改正

安全基準の具体化

申請準備

講習機関等の要件の具体化

技能要件の具体化

申請準備

より人口密度の
高い地域、
より多くの機体
の同時飛行

取組の推進

安全安心ドローンの開発

ユースケース検討・課題分析

レベル４運航支援（機体認証取得、飛行許可取得、実証運航（南相馬-浪江間の約13km) )

実証 国内外での活用等の促進

技術検証
航空機・空飛ぶクルマとの調和に向けた 運航管理技術の高度化・全国での地域実証を通じた技術・制度課題の分析・改善

・運航形態に応じた導入範囲や運用体制等の整理

次期システムの基本設計 開発・整備

ネットワーク型

ブロードキャスト型
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より人口密度の
高い地域、
より多くの機体
の同時飛行

離島や山間
部等において
レベル４飛行
実現

先進的取組の自治体間情報共有 地域の防災体制等への反映 実施地域の拡大

事前登録期間ユーザー・メーカー・販売店等への周知・準備

国内外での活用等の促進
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機体の開発

技術規格の策定 メーカー等への周知 実装
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機体認証

ライセンス

情報共有プラットフォーム・ドローンサミット



機体認証制度の概要

○ 無人航空機の安全基準への適合性（設計、製造過程、現状）について検査する機体認証制度を創設

○ 型式認証を受けた機体（主に量産機）については、機体毎に行う機体認証の際の検査の全部又は一部が省略

○ 機体認証及び型式認証は、第一種（レベル４相当）と第二種に区分

運用イメージ

型式認証
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機体認証

現状

検査の一部省略

製造過程設計

検査の全部又は一部省略

現状製造過程設計

現状製造過程設計

機体毎に全ての検査が必要

（レベル４相当）
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第一種については当面国が、第二種については基本的に登録検査機関が検査事務を行う。

機体毎に検査

第一種型式認証・第二種型式認証

第二種機体認証

第一種・第二種機体認証

第一種機体認証
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設計
（開発時に実機で検証）

製造過程
（製品の均一性を審査）
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機体認証制度の施行までの準備事項

○ 2022年（令和４年）12月頃の新制度施行を目指し、関係者の意見等を踏まえながら、今年度中
に機体の安全基準の方向性を示す。

○ 登録検査機関については、2022年９月の登録受付開始を目指し、今年度中に登録要件の方向性
を示す。

○ 制度施行当初から直ちに都市部上空飛行を行う機体が製造されることは想定せず、まずは過疎地
や山間部など地方部での物流等リスクの低いエリアから地道に実績を積み上げていくことを想定。

○ 上記想定の下、安全基準の検討段階から機体メーカー等と情報を共有することにより、レベル４
飛行用の機体が同時進行で開発され、新制度施行後、速やかに実用化されるようにする。

1. スケジュール

２. 第一種機体認証について

航空局

○ユースケースを踏まえた安全基準の策定

福島ロボットテストフィールド

（航空局職員の派遣）

情報共有

基準整備と審査の連携
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航空機技術審査センター

次世代航空モビリティ企画室

試験飛行等に際し規制面のサポート

（愛知県に所在）

○機体の安全審査
審査

規制面のサポート
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操縦ライセンス制度の概要

○ 無人航空機を飛行させるために必要な知識及び能力を有することを証明する制度（技能証明）を創設

○ 技能証明は、一等（レベル４相当）及び二等に区分

○ 技能証明の試験は、国が指定する者（指定試験機関）が行う。国の登録を受けた講習機関の講習を修了した場合は
学科・実地試験の全部又は一部を免除

○ 技能証明の有効期間は３年とし、更新の際は登録更新講習機関が実施する講習を修了しなければならない。

運用イメージ

講習 ＜登録講習機関が実施＞
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試験 ＜指定試験機関が実施＞

ドローンの飛行に関する知識や
操縦方法等の講習

実地試験

学科及び実地試験の全部又は一部免除

学科試験身体検査
（医師の診断書）

ドローンの飛行に関する最新の知識等の講習

更新（３年毎）＜登録更新講習機関が実施＞

○民間のドローンスクール（約1,000
程度）のうち、要件を満たすもの
を登録

○資格区分に応じ、１等（レベル４相
当）及び２等の２種類の登録

実地学科

実地試験学科試験

全国で１法人を指定することを想定

最新の知識等
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ドローンの飛行に関する最新の知識等の講習すべての試験を実施

身体検査
（医師の診断書）

身体検査
（医師の診断書）

身体検査
（医師の診断書）

最新の知識等
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操縦ライセンス制度の施行までの準備事項

○ 2022年（令和４年）12月頃の新制度施行を目指し、関係者の意見等を踏まえながら、操縦者に求める
知識・能力を整理した上で、今年度中に学科及び実地試験の全体像を示す。

○ 登録講習機関については、2022年９月の登録受付開始を目指し、今年度中に登録要件の方向性を示す。

1. スケジュール（イメージ）

３. 登録講習機関・登録更新講習機関

２. 指定試験機関
○ 公正・中立性の確保の観点から、全国で１法人が試験事務を行うこととし、適正・確実に実施できる法人の中から指定。

○ 登録講習機関については、『一等（レベル４相当）までの講習が可能な機関』、『二等のみの講習が可能な機
関』及び『技能証明の更新に必要な講習が可能な機関』の３つのレベルの異なる機関が存在。

〇 それぞれの登録講習機関となるために必要な要件（実習空域、実習機、設備、教材、講師）を策定し、既存のド
ローンスクール(現在、全国約1,000程度存在)が、それぞれの能力に応じた登録を受けられるよう準備ができるよ
うにする。

○ また、管理団体の枠組みを活用し、教材の提供や研修の実施、講習内容の監査などを通じ、より多くのドローン
スクールが登録を受けられるようにする。

ドローン
スクールA

ドローン
スクールB

ドローン
スクールC

管理団体(適切な管理体制を構築していることが前提)

支援（教材提供、研修、監査等）申請
ఫ
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管理団体の活用イメージ

講習機関毎に申請

講習機関毎に登録・監督

一等まで可能 二等のみ可能 更新のみ可能

＞ ＞

講習実施能力に応じて登録

傘下の講習機関の申請を支援

傘下の講習機関の管理体制の監督に活用
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運航管理要件（運航ルール）の概要

レベル４飛行（注）とレベル４未満の飛行のいずれにも共通で求める共通運航ルールを創設するとともに、
レベル４飛行については、運航管理体制を個別に確認

共通ルール レベル４飛行に必要となる運航管理体制

飛行毎に飛行の日時、経路、高度等の情報を
通報

飛行計画の通報

飛行場所、飛行時間、整備状況等の情報を日
誌に記載

飛行日誌の作成

すべての操縦者は人の死傷、物件の損壊、
航空機との衝突等の事故が発生した場合に
国土交通大臣に報告

事故報告の義務

すべての操縦者は、自身が操縦する無人航空機に
よって人が負傷した場合に、その負傷者を救護

運用形態に応じた安全対策

飛行ルートの特定の有無等の運用形態に応じ
た体制の構築、飛行マニュアルの整備・遵守

（注）立ち入り管理措置を講ずることなく、許可・承認を得る必要のあるリスクの高い飛行を含む。以下同じ。

救護義務
（※）レベル４の飛行については、別途、
保険への加入を条件化することを検討

基本的な安全確保の措置内容に加え、以下の点を確認。
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